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今回の研修では、基礎編の対象以外の方（例えば担当経験２年以上、地域公共交通計
画の推進・見直し等を検討される自治体など）に、実務的な検討課題（特に人口減少が著
しく、地域住民の移動手段の確保・維持にご苦労されているケースなど）の解決と持続可
能な地域公共交通施策の進め方について、実務経験から学んだ情報を提供します。

 地方都市で公共交通を考える場合、如何様に進めても自家用車にはかないません。
 アンケート等では公共交通が必要と返答されますが、実際はいつか自分が自家用車
を運転できなくなる時の保険として公共交通が必要と書いてきます。

 住民と意見交換をしていても、公共交通を求めていることは理解できますが、では参
加している人で免許を持っていない人は皆無で、本当に困っている人ではないのが
ほとんどです。

 こうした意見をニーズとしてとらえ、また専門家からは公共交通ネットワークが充実さ
えすれば潜在的なニーズが掘り起こせるといった夢のような話も出るものですから、
ではそれに合う交通システムはこれですよ、移動希望者を効率よく移動させるシステ
ムはこれですよといった具合に、常に交通システムありきの進め方がまかり通ってい
ますし、提案する我々もそれに毒されている、かつその方が楽だから、となってきて
いることを最近強く反省しております。

 札幌市や函館市といった都会では、ある程度の絶対数がおりますので、効率的な公
共交通ネットワークの拡充・再編のためには、交通システムからのアプローチは有効
かもしれません。

 とはいえ、こうした都会でも郊外には過疎地のような地域もありますよね。

実務経験から学んだ、教えられた専門家としてのつぶやき（その１）
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 ではどうするか。必要な人に必要なものを提供できるのが正解だと思います。
 一定規模の人口のある都市では、自家用車利用の圧力はあっても、ある程度交通シ
ステムの選択で対応できるかもしれません。

 しかし、人口がそもそも少ない地域では、絶対数が少ないので、何をやっても自家用
車のような個人交通とは相手にならなくて、たとえ交通システムのサービス水準を上
げたとしても財政負担が増えるだけで利用者数は変わらないのが実情です。

 例えば、学校統廃合によりスクールバス、あるいはスクール対応の交通システムを
用意したとします。しかし、現在は多くの皆さんがスクールバスに依存せずに子供た
ちの要望に合わせて父母や祖父母が送迎を行っています。

 特に両親ともに働いている家庭では、両親の通勤時間をずらしてでも片道でも親が
送迎していますし、子供がそれを望んでいます。

 社会的環境が大きく変化してきていますので、個人の多様性が大切にされる社会で
は、学校だからといって、子供たちは右向け右ではなく、先生さえ強制しません。そん
なことをするとすぐにＰＴＡが反発します。

 さらに、子供たちの祖父母といっても、高校生の祖父母さえ自由に自家用車を運転し
ておりますので、かわいい孫のためには喜んで送迎するありさまです。

 そのため、各地で、特に雨の日などは、学校周辺は大渋滞。北関東でもそうですが、
絶対的に公共交通が充実していない過疎の町では何でも自家用車で、それが当然
と思っています。

 高齢者でも男性の多くは９０歳まで運転して後は公共交通で、などとあり得ないよう
な話が当たり前のように語られます。

実務経験から学んだ、教えられた専門家としてのつぶやき（その２）
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 では、どうすれば良いか。
 第一に、人口規模の小さい地方自治体や過疎地では、まずどこにどれくらい（という
より誰が）必要な人がいて、その人がどこにどの時間にどの曜日に移動したいのかを
つかんで、そのための移動支援となる交通システムを選択すること、すなわち交通
システムから始めるのではなく、誰がいつどこに・・といった５Ｗ１Ｈの視点でターゲッ
トを絞り込むこと。

 第二に、選択した交通システムの運行は誰がどのようにといったこれも５Ｗ１Ｈ的な
視点で検証する。特に地方では交通事業者が脆弱ですので、運転手不足だけでは
ありません。

 第三に、誰がそれを支えていくか、ここでは自治体になろうかと思いますが。
 ただし、自治体はお金の使い方を財政当局が工夫されていて、交通担当者だけでは
見えない、もちろん小生も分からなかった財政の扱いに最近気づきました。（地方交
付税の特別交付税措置や過疎債、防衛相の地域振興費、その他地域の実情に合わ
せて交付される財源を活用。スクールバスも文科省の特別交付税措置を使っている
ところが多いため、国交省が一般混乗を進めても文科省の補助で動かしていると目
的外使用として難しくなる。さらには厚労省が関わる福祉補助や介護保険の移動支
援等、自治体の単費（真水）がどれぐらいなのか見えにくい）

 第四に、それは公共の福祉として公共交通で対応すべきか、個人を支える福祉の移
動支援で賄うか等の棲み分けの検討。

 第五に、どのような仕組みで持続可能な確保維持を進めるかのマネジメント。

実務経験から学んだ、教えられた専門家としてのつぶやき（その３）
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 ちなみに、とある町の町民バスは耐用年数が来ていて新規購入を検討されています
が、利用状況から需要を考えるとワゴンタイプでも十分ということになります。

 国もダウンサイジングを進めていますが、車両価格や重量税はともかく運行に係る
経費は運転手の人件費がほとんどですので、そんなに変わらないところに持ってき
て、ありえないかも知れませんが利用者が常に満員の状態で運行したとしても、収支
率という値では最大30％弱、現実的には10％程度しかいきません。

 ですから最近収支率で考えるのではなく、利用者数で考えるようにしています。
 とはいえ、自治体のまちづくり、例えば集客施設の有無、魅力的な移動機会（イベン
トを含めて）の仕掛け、民間による集客力の高い商業施設や教育機関の誘致等、ま
ちづくりの動きがあって初めて移動手段、交通が生きてくるものです。

 交通はまちづくりを支える装置、すなわちわき役にしか過ぎません。けっして主役に
してはいけないと思っています。

 ですから、今までの「活性化再生法」（略称）について「交通が見えない」との意見を
受けて、この４月から「地域交通法」という略称に変わったとのことですが、地方の現
場に携わるものとしては、かえって誤解をまねくと危惧しています

 地域公共交通計画は、計画期間が５年間と短く、かつ即効性が期待されています。
 計画作成をしながら計画推進の動き・調整・根回し等を進めていって具体的なものに
仕上げる必要があると感じています。

 そのため計画書では、絵に描いた餅のようなきれいごとを並べた文言は、「中長期的
な期待値」としてあっては良いものの、「我が町は何をやろうとしているんだ」という明
確なメッセージを出していって欲しいと思っています。

実務経験から学んだ、教えられた専門家としてのつぶやき（その４）



【一口メモ】自家用車利用者等、公共交通を利用していない人を取り込むことは容易ではありません。先ずは、自家用
車が利用できない人がどれぐらいおられるのかを把握することから始めてみませんか。この人達が、いわば利用可能な
基礎票となります。地域交通をデザインするときの参考になると思います。

地域のデータを収集整理して対象者（ターゲット）の状況を把握する
群馬県館林都市圏での検討プロセスから館林市内の運転免許非保有者の現状把握

計画の見直し
～必要な人を
見つける～

人口 ７４，１６９人（R5.8現在）
面積 ６０．９７Km2



7（令和４年度第２回北海道オホーツク地域等公共交通活性化協議会（2022.8.24）資料より）

高校生アンケート結果からみた移動状況について

アンケート調査の概要

調査対象：
オホーツク管内全高校に
通う高校２年生

調査期間：
令和3年（2021年）8月18
日～9月17日

調査方法：
郵送により各高校に配布
及び回収

回収結果：
配布1,836部、回収1,636
部、回収率89.1％

注目すべきところ：
親送迎（緑）の多さ

計画の見直し～必要な人を見つける～
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デメリットメリット

• 予約が重なって取りにくい（皆さんが出かけたい時が重なる
ため）。⇒断られると次にという気にならないため、固定客の
みになりやすい

• 降車地が特定されていることが多い
• 区域外のところに出かけられない。⇒区域運行で免許を
取っているために、区域外に自由に出かけられない

• スマホ操作ができない。⇒ＡＩ配車等の導入が進められてい
る場合、スマホ予約が中心となるため高齢者には抵抗感が

• 低運賃・定額で利用できる
• 自宅まで（自宅近くまで）来てくれる⇒目
的地は特定されるが利

用
者

• デマンド運行の時間に運転手・車両が拘束されるため、タク
シー乗用の要望に応えられないことがある

• 原則として道路運送法第4条の乗合旅客運送（区域運行）
の免許取得が必要

• 運転手不足の中でタクシー乗用以外に人員を割くことが難
しくなっている

• ルート選定等オペレーター業務の対応が手間となる

• 利用の有無にかかわらず行政から定額
で委託経費が入ってくる

• ＡＩ配車システムやオペレーター業務の
外注（システム対応のみ）等、行政負担に
よるシステム導入があると対応しやすい

事
業
者

• 利用者数に対してコストがかかり過ぎる⇒デマンド運行車両
１台につき年間500万円以上が多い

• 利用者数の伸び悩みと予算規模の増加による財政負担が
厳しくなってきている

• 自家用有償運送等、行政が運行主体の場合、利用者の
苦情や事故対応等、担当者への負担がある

• 利用者からは喜ばれる
• 国の補助申請ができる（フィーダー系
統）行

政

現場経験から教えられたラストマイル対策のメリット・デメリット
～デマンド型乗合タクシーについて～

注）ラストマイル対策は地域特性に左右されますので、地域の実情を踏まえるとともに、導入に当たっては
各運輸支局とよくご相談下さい。

計画の見直し～必要な人と必要な手段とのマッチング～
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メリット・デメリット

• 自宅から行きたいところ（目的地）まで自由に使える
• 助成券の補助額によっては、要望が多くなる
• タクシー会社の状況によっては予約が集中して待たされることがある

利用者

• タクシー乗用の営業が増え、新規顧客も開拓しやすい
• 運転手の数によって、増える需要に対応できない会社もある
• デマンド運行委託と異なり、売り上げが読めない

事業者

• デマンド運行に比べて、多くの場合経費が下がる
• 利用要望が少ないところで、地域交通として支えることが可能になる
• タクシー助成券の発行の制約に工夫が必要。そのため、誰に対して補助するのか、明
確にする必要がある

• 町内一律ではなく、地域ごとに仕組みを考える必要がある
• 他の路線型の運行システムと組み合わせることで、利用者に複数の選択肢を提供で
きることから、住民に説明しやすい

行 政

現場経験から教えられたラストマイル対策のメリット・デメリット
～タクシー・ハイヤー利用助成券について～

注）ラストマイル対策は地域特性に左右されますので、地域の実情を踏まえるとともに、導入に当たっては
各運輸支局とよくご相談下さい。

既に導入している自治体では、その自治体ならではの、それぞれ複合的な理由でタクシー・ハイヤー
利用助成券を検討・導入されています。既に福祉で移動支援をされている状況もあります。
今までの分析状況を掘り下げてみて、わが町の状況を踏まえた中で、何が課題となるか、どこまで移
動を支えるのか、町民はどこまで望んでいるか（個人要望には要注意）、そもそも誰を対象にするのか、
等々を冷静かつ客観的に判断して検討してみて下さい。

計画の見直し～必要な人と必要な手段とのマッチング～
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計画の見直し
～網形成計画から地域公共交通計画へ～
宮城県山元町での検討事例（R5計画作成中）

人口 １１，６００人（R5.8現在）
面積 ６４．４８Km2

運行経費（R4） 町民バス３，５００万円
デマンド型乗合タクシー２，５００万円

計画見直しに向けて町長・副町長へ説明した（R5.8.25）資料より

町民バス等の延べ利用者数の推移
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① 町内全域を自家用有償運送の区域運行とする（現在は町民バスが自家用有償運送、乗合タクシーは４
条乗合（区域運行）になっているところを統一）

② 子供たちの通学・帰宅利用のある、朝の時間帯、及び午後の時間帯は路線型運行とする
③ 午前中の時間帯は、高齢者の移動に対応して、デマンド型乗合タクシーの運行とする。すなわち、従
来の２種類の仕組みを融合して、１日の時間帯で路線運行と乗合タクシー運行とする。

④ 路線運行時は既存のバス停をベースとするが、利用実態から、実施ルートは利用されるバス停と学校
とを結ぶ。午後の帰宅便も同様

⑤ 調査結果より高齢者の移動は9～13時で多くが完結するため、その時間帯は町内全域＋浜吉田駅（亘
理町）にアクセスポイントをおき、従来よりも増やす

⑥ 休日運行、及び運賃体系は今後、要検討
⑦ 自家用有償運送のため、町内タクシー事業者に運行委託。町内４社で組合的な組織を構築していただ
き、予約受付も１か所にする

⑧ 車両は予備者を含めてワゴンタイプ４台を町が購入して、貸与する
⑨ 運行に係る経費は、概算で4,000万円。国のフィーダー補助申請を行い、車両も国庫補助の減価償却
補助を申請する

⑩ 減額分を活用して福祉タクシーを拡充する。福祉担当部署と連携。

山元町では現在のバス、乗合タクシーの運行経費約６千万円を地方交付税の特別交付税措置で賄ってい
る（赤字分の6割（区域運行）、8割（路線運行）が翌年度に交付される）。現在の運行形態からタクシー
助成券に置き換えた場合、地方交付税を使うことはできないため、全てが山元町の負担になる。現在、山
元町の単費負担（真水分）は、約1,800万円。これよりも減額の予定。なお、地方交付税の扱いは計画書
には記載しない予定。

計画の見直し～網形成計画から地域公共交通計画へ～
宮城県山元町での検討事例（R5計画作成中）

検討のプロセス（R5.8進行中）

主要な基本目標案：
町民バスとデマンド型乗合タクシーの連携・融合による持続的な生活交通の確保

（計画見直しに向けて町長・副町長への説明（R5.8.25）内容から）
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森町地域公共交通バスの運行計画推進実務

令和５年度第２回森町地域公共交通会議（R5.8.23）資料より （作成協力：日本データーサービス㈱）
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森町地域公共交通バスの運行計画推進実務

令和５年度第２回森町地域公共交通会議（R5.8.23）資料より （作成協力：日本データーサービス㈱）

人口 １４，０１８人（R5.7現在）
面積 ３６８．７９Km2
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津別町地域公共交通計画事業評価シート（抜粋）～市街地巡回バス（花バス）運行事業～

令和４年度市街地巡回バス（花バス）運行事業実績
運行回数 ９９回（４９５便）
輸送人員 １，０２１人（１０．３１人/日、２．０６人/便）
運賃収入 ２０４，２００円

第12回津別町地域公共交通活性化協議会（R5.6.13）資料より

計画推進実務
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付記）集計・分析中ながら、5年度の利用者は順調に伸びている
8月は14.13人/日、2.83人/便、4月からは12.98人/日、2.595人/便



15

北海道津別町で走り始めた巡回ワゴンバス

（令和３年１２月運行開始）

令和４年４月現在、
１便平均約３．０人乗車

人口 ４，１４２人（R5.7現在）
面積 ７１６．８０Km2

工夫されたルートと運行時間帯、運行頻度



16

洞爺湖町における利用目的に合わせた交通シ
ステムの導入

令和５年度第１回洞爺湖町地域公共交通活性化協議会（R5.6.28）資料より

計画推進実務 人口 ８，１４６人（R5.7現在）
面積 １８０．８７Km2



17

令和５年度第１回乙部町地域公共交通会議（R5.6.23）資料より
計画推進実務（利用促進：一般用）

人口 ３，２６９人（R5.7現在） 面積 １６２．５９Km2
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令和５年度第１回乙部町地域公共交通会議（R5.6.23）資料より計画推進実務（利用促進：高校通学用）
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津別町地域公共交通計画事業評価シート（抜粋）～タクシー利用助成券交付事業～

令和４年度タクシー利用助成券交付事業実績
交付者数 ３４５人
交付枚数 １５，０６０枚
利用枚数 ８，５４０枚（利用率５６．７０％）

第12回津別町地域公共交通活性化協議会（R5.6.13）資料より

計画推進実務
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 付記）人口減少ながら新規顧客が現れている。曜日運行の花バスとの相乗効果も
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七飯町ハイヤー・タクシー運賃負担軽減実証実験

実証実験の期間 令和５年２月１日（水）～５月３１日（水）の４か月間
対象者 町内に住所を有している７０歳以上の方であって、自動車の運転免許を保有していない方
利用状況 利用者交付者数：２，１１３人、延べ利用者数：１５，７８８人、実利用者数：１，２７６人
利用券 配布は５００円券×３２枚（週１往復想定）、１回の乗車につき１人１枚の使用
参考データ ７０歳以上の対象者は約７，６００人、利用対象想定は約３，３００人、予算は５，６００万円

【集計・分析結果】

七飯町令和５年度町民意見交換会（R5.8.21～22）資料より （作成協力：日本データーサービス㈱）

計画推進実務

人口 ２７，７１３人（R5.８現在） 面積 ２１６．７５Km2
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地域通貨を活用したハイヤー利用助成の例（清里町）

（2022.4.23北海道新聞電子版より）

データ提供：清里町
作成協力：㈱サーベイリサーチセンター

人口 ３，７６１人（R5.7現在）
面積 ４０２．７６Km2
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路線再編に向けた遠軽町長・副町長への説明（R5.7.24）資料より （作成協力：日本データーサービス㈱）

計画作成と併行して進めている計画推進実務
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路線再編に向けた遠軽町長・副町長への説明（R5.7.24）資料より （作成協力：日本データーサービス㈱）

計画作成と併行して進めている計画推進実務 人口 １８，２５４人（R5.7現在）
面積 １，３３２．４５Km2



ご静聴ありがとうございました！

地域公共交通のトリセツ（取組説明書） https://text.odekake.co.jp
中部運輸局「はじめての地域公共交通～公共交通担当になったら読む本～」
https://wwwtb.milt.go.jp/chubu/tsukuro/library/pdf/R2_nyumonsyo.pdf
国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」
https://www.milt.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001475484.pdf
関東運輸局２０１９年度勉強会資料「道路運送法の基礎知識」2019.6.21
http://wwwtb.milt.go.jp/kanto/content/000164269.pdf
群馬県県土整備部交通政策課「新たな移動手段導入の手引き」2021.10
https:///www.pref.gunma.jp/contents/100229926.pdf

参考資料の一部を掲載しますが、一つの目安とされることをお勧めします。自分たちのまちや課題と思
っておられる地域・地区を理解することから始めましょう！

「ゆるキャラⓇグランプリ2013」第1位
佐野ブランドキャラクター「さのまる」仕掛け人です。
すっかり古くなりましたが（苦笑）

【スペシャルサンクス】
常にチャレンジングな機会を提供し続けて下さる北海道運輸
局の皆さん、地域の状況を駆け引きなくストレートにぶつけて
こられる道内自治体の皆さん、まったくもって無理難題もにっこ
りと笑って持ち掛けてくる日本データーサービス㈱の皆さん、
お会いする皆さん全てに特別な感謝を込めて。
時代の流れ、交通の動きは早いので、お互いに、一緒に成長
しながら頑張っていきましょう！
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